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はじめに 

 

新型コロナウイルス感染症の世界的な拡大に伴い、世界各国は社会・経済活動の抑

制など、感染拡大に対応せざるを得ず、経済に大きな影響を与えました。我が国におい

ては、2021年以降、ウィズコロナの考え方のもと共生社会の実現を進め、アフターコロ

ナへと転換しつつあります。しかしながら国際的な原材料価格の高騰や円安の影響に

よる物価の上昇といった新たな問題を抱えています。 

また、人口減少や少子高齢化の進展は、労働市場も含めた社会全体に大きな影響を

与えています。労働人口の減少する社会において、活力ある経済社会を構築するため

にも、職業能力形成機会の乏しい非正規労働者をはじめ、若年者、女性、高齢者、障が

い者を含め、全ての働く人々の職業能力を高めることが不可欠といえます。 

人材育成にあたっては、企業の求める職業能力を分類・整理し、明確にすることで、

従業員個々が有する職業能力を的確に把握することが可能になります。これにより企

業の有する技術力や生産力が「見える化」され、企業の将来に向けた職業能力の強み弱

みも浮き彫りとなり、過不足の無い組織的・体系的な人材育成（研修・職業訓練・OJT

・Off-JT等）の計画と実施が可能になります。現在、こうした人的資本経営の重要性と

共に、DX（デジタルトランスフォーメーション）の進展に伴い、組織や個人が持つスキ

ルや価値観の変革が求められる時代となっています。その中で、生成AIをはじめとす

るAI技術の活用は各分野で業務の効率化のみならず、組織成長や社会発展において重

要なツールとして注目を集めています。 

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構では、企業の人材育成の取り組みを支

援するため、平成11年度から産業団体や企業等と連携を図り、産業分野や業種毎に「職

業能力の体系」の整備を進めております。本調査研究においてはAI等のデジタル技術

を活用し、「職業能力の体系」モデルデータを正規化、高速検索等が可能な人材育成支

援ツールの開発を目的として実施して参りました。ここで開発された人材育成支援ツ

ールを個々の企業における人材育成に活用いただくほか、従業員のスキルや能力に基

づいた公正な評価基準の設計・運用として活用することで、業界団体や企業の更なる

発展に向けた「ひとづくり」に微力ながらお力添えできれば幸いです。 

最後に、本調査研究を進めるにあたり、ご協力いただいた委員会委員をはじめとす

る関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 
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